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�愛媛県告示第１１７１号
次の保安林を解除予定保安林にする旨の通知を受けたから、森林

法（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

平成２２年１０月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除予定保安林の所在場所

北宇和郡鬼北町大字父野川上１１５２の２

２ 保安林として指定された目的

水源のかん養

３ 解除の理由

林道用地とするため

�������
�愛媛県告示第１１７２号
次の森林を保安林予定森林にしたから、森林法（昭和２６年法律第

２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成２２年１０月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１� 保安林予定森林の所在場所

今治市玉川町龍岡上字石ヶ内丁１８０の１５

� 指定の目的

土砂の流出の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐に係る伐採種は、定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

２� 保安林予定森林の所在場所

南宇和郡愛南町緑丙６０８の３、丙６０８の４、丙６６６、丙６７０から

丙６７２まで、丙６７４、丙６７５

� 指定の目的

水源のかん養

�愛媛県告示第１１７０号
次のとおり落札者を決定した。

平成２２年１０月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

発 行 愛 媛 県
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� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐に係る伐採種は、定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、関係書類を愛媛県庁並びに今治市

役所及び愛南町役場に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１１７３号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１１条第１項の規定に基づき、

区画漁業の免許の内容たるべき事項等を次のように定める。

平成２２年１０月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 免許番号、免許の内容たるべき事項、地元地区及び制限又は条

件

� ア 免許番号 宇区第２５８号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業 真珠養殖業
１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 宇和島市津島町針木地先

� 漁場の区域

Ａア、アイ及びイＢの３直線とＡＢ間の最大低潮時海

岸線から１０メートルの線とによって囲まれた区域。

ただし、Ｃウ、ウエ及びエＤの３直線と最大低潮時海

岸線から２０メートルの線によって囲まれた区域を除く。

基点 Ａ 宇和島市津島町針木大場の鼻標識

Ｂ 宇和島市津島町針木高立黒岩の標識

Ｃ 宇和島市津島町針木大波の浜２５９番地１地

先大波の浜埋立地北端から護岸沿い南へ１２

メートルの標識

Ｄ Ｃから護岸沿い南へ８５メートルの標識

点 ア Ａから宇和島市津島町曲烏ツワナ谷鼻見通

し１８０メートルの点

イ Ｂから宇和島市津島町柿之浦松ヶ鼻見通し

２７０メートルの点

ウ Ｃから曲烏防波堤北側付根見通し２２０メー

トルの点

エ Ｄから曲烏エビケ鼻見通し２１０メートルの

点

ウ 地元地区 宇和島市津島町下灘

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

� 漁場に設置するいかだの台数は別に定める知事の指示

に従わなければならない。

� ア 免許番号 宇特区第３８６号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業

真珠貝垂下式・

ひじき・とさか

のり養殖業

１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 宇和島市津島町柿之浦地先

� 漁場の区域

Ａア、アイ及びイＢの３直線とＡＢ間の最大低潮時海

岸線から１０メートルの線とによって囲まれた区域。

ただし、Ｅウ、ウエ及びエＤの３直線とＤＥ間の最大

低潮時海岸線から１０メートルの線とによって囲まれた区

域を除く。

基点 Ａ 宇和島市津島町柿之浦中鼻東端

Ｂ 宇和島市津島町柿之浦落網代護岸南角

Ｃ 宇和島市津島町柿之浦中鼻北東端

Ｄ Ｃから海岸線沿い北へ１１６メートルの標識

Ｅ Ｃから海岸線沿い南へ３４メートルの標識

点 ア Ａから宇和島市津島町柿之浦７７１番地作業

場南角見通し１００メートルの点

イ Ｂから宇和島市津島町柿之浦高平前水門見

通し１３０メートルの点

ウ Ｅから宇和島市津島町柿之浦８０３番地地先

真珠作業場南角見通し５５メートルの点

エ Ｄから宇和島市津島町柿之浦１６番地地先倉

庫北角見通し８０メートルの点

ウ 地元地区 宇和島市津島町下灘

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

� ア 免許番号 宇特区第３８７号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業
ひおうぎ垂下式

養殖業

１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 宇和島市津島町柿之浦地先

� 漁場の区域

Ｂア、アイ及びイＣの３直線とＢＣ間の最大低潮時海

岸線から１０メートルの線とによって囲まれた区域。

基点 Ａ 宇和島市津島町柿之浦中鼻北東端

Ｂ Ａから海岸沿い南へ３４メートルの標識

Ｃ Ａから海岸沿い北へ１１６メートルの標識

点 ア Ａから宇和島市津島町柿之浦８０３番地地先

真珠作業場南角見通し５５メートルの点

イ Ｂから宇和島市津島町柿之浦１６番地地先倉

庫北角見通し８０メートルの点

ウ 地元地区 宇和島市津島町下灘

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

� ア 免許番号 宇特区第３８８号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期
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漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業

真珠貝垂下式・

ひじき・とさか

のり養殖業

１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 宇和島市津島町曲烏地先

� 漁場の区域

アイ、イウ、ウエ、エオ、オカ及びカアの６直線によ

って囲まれた区域。

ただし、キク、クケ、ケコ及びコキの４直線によって

囲まれた区域を除く。

基点 Ａ 宇和島市津島町大浦ウスバエの標識から海

岸線沿い東へ６０メートルの標識

Ｂ 宇和島市津島町大浦浜の中央標識

Ｃ 宇和島市津島町大浦ウスバエの標識

Ｄ 宇和島市津島町大浦ウスバエの標識から海

岸線沿い南へ６０メートルの標識

Ｅ 宇和島市津島町大浦ウスバエの標識から海

岸線沿い南へ９８メートルの標識

点 ア Ａから宇和島市津島町坪井畑尻護岸東角見

通し３０メートルの点

イ Ａから宇和島市津島町坪井畑尻護岸東角見

通し２５０メートルの点

ウ Ｃから宇和島市津島町坪井下溝の鼻見通し

２５０メートルの点

エ Ｃから宇和島市津島町坪井下溝の鼻見通し

５００メートルの点

オ Ｂから宇和島市津島町坪井二又福島見通し

６３０メートルの点

カ Ｂから宇和島市津島町坪井二又福島見通し

３０メートルの点

キ Ｄから３１８度３０分見通し２７０メートルの点

ク Ｄから３１８度３０分見通し４２０メートルの点

ケ Ｅから３１９度見通し４４０メートルの点

コ Ｅから３１９度見通し３００メートルの点

ウ 地元地区 宇和島市津島町下灘

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

� ア 免許番号 宇特区第３８９号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業
あわび垂下式・

わかめ養殖業

１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 宇和島市津島町曲烏地先

� 漁場の区域

アイ、イウ、ウエ及びエアの４直線によって囲まれた

区域。

基点 Ａ 宇和島市津島町大浦ウスバエの標識

Ｂ Ａから海岸線沿い南へ６０メートルの標識

Ｃ Ａから海岸線沿い南へ９８メートルの標識

点 ア Ｂから３１８度３０分見通し２７０メートルの点

イ Ｂから３１８度３０分見通し４２０メートルの点

ウ Ｃから３１９度見通し４４０メートルの点

エ Ｃから３１９度見通し３００メートルの点

ウ 地元地区 宇和島市津島町下灘

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

� ア 免許番号 宇特区第３９０号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業

真珠貝垂下式・

ひじき・とさか

のり養殖業

１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 宇和島市津島町須下地先

� 漁場の区域

Ａア、アイ、イウ、ウエ、エオ、オカ及びカＢの７直

線とＡＥ間及びＨＢ間の最大低潮時海岸線から３０メート

ルの線とによって囲まれた区域。

ただし、Ｅキ、キク及びクＦの３直線とＥＦ間の最大

低潮時海岸線から３０メートルの線とによって囲まれた区

域、Ｆケ、ケコ及びコＧの３直線とＦＧ間の最大低潮時

海岸線から１０メートルの線とによって囲まれた区域、Ｇ

サ、サシ及びシＨの３直線とＧＨ間の最大低潮時海岸線

から１０メートルの線とによって囲まれた区域並びにＩス、

スカ及びカＢの３直線とＢＩ間の最大低潮時海岸線から

３０メートルの線とによって囲まれた区域を除く。

基点 Ａ 宇和島市津島町須下雲泊の護岸南東角の標

識

Ｂ 宇和島市津島町須下７６２番地の２作業場南

角

Ｃ Ｂから護岸沿い北東へ５６メートルの標識

Ｄ 須下崎から海岸線沿い南へ６５メートルの標

識

Ｅ Ａから海岸線沿い北へ３７メートルの標識

Ｆ 宇和島市津島町須下４６１番地作業場東角護

岸標識

Ｇ 宇和島市津島町須下４６３番地住宅護岸標識

Ｈ 宇和島市津島町須下７１１番地１作業場護岸

北東角

Ｉ 宇和島市津島町須下７２５番地由良神社参門

北角から北へ５メートルの測量杭

点 ア Ａから宇和島市津島町須下平バエ西野の浜

北角見通し１１０メートルの点

イ Ｄから１２１度見通し４１０メートルの点

ウ Ｄから１２１度見通し３３５メートルの点

エ Ｃから１２２度３０分見通し３３５メートルの点

オ Ｃから１２２度３０分見通し１７０メートルの点

カ Ｂから宇和島市津島町須下長畑護岸の中央

標識見通し１４５メートルの点

キ Ｅから宇和島市津島町泥目水７番地３５下灘

漁業協同組合真珠貝研究所中央見通し１３５

メートルの点
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ク Ｆから宇和島市津島町泥目水７番地３５下灘

漁業協同組合真珠貝研究所中央見通し１４５

メートルの点

ケ Ｆから宇和島市津島町泥目水７番地３５下灘

漁業協同組合真珠貝研究所中央見通し１０３

メートルの点

コ Ｇから宇和島市津島町泥目水７番地３５下灘

漁業協同組合真珠貝研究所中央見通し１２５

メートルの点

サ Ｇから宇和島市津島町泥目水７番地３５下灘

漁業協同組合真珠貝研究所中央見通し１５０

メートルの点

シ Ｈから宇和島市津島町須下中鼻スゲ２Ｆ４

電柱見通し１２２メートルの点

ス Ｉから２４度３６分見通し１６５メートルの点

ウ 地元地区 宇和島市津島町下灘

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

� ア 免許番号 宇特区第３９１号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業
あわび垂下式・

わかめ養殖業

１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 宇和島市津島町須下地先

� 漁場の区域

Ａア、アイ及びイＢの３直線とＡＢ間の最大低潮時海

岸線から３０メートルの線とによって囲まれた区域。

基点 Ａ 宇和島市津島町須下７２５番地由良神社参門

北角から北へ５メートルの測量杭

Ｂ 宇和島市津島町須下７６２番地の２作業場南

角

点 ア Ａから２４度３６分見通し１６５メートルの点

イ Ｂから宇和島市津島町須下長畑護岸の中央

標識１４５メートルの点

ウ 地元地区 宇和島市津島町下灘

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

２ 免許予定日

平成２３年２月１日

３ 申請期間

平成２２年１０月２２日から平成２２年１１月３０日まで

４ 存続期間

平成２３年２月１日から平成２６年３月３１日まで

�������
�愛媛県告示第１１７４号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第８条第１項の規定に基づく特定施設の構造

等の変更の許可の申請があった。

なお、法第８条第３項において準用する法第５条第３項に規定す

る書面は、愛媛県四国中央保健所及び四国中央市役所において告示

の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成２２年１０月２２日

愛媛県四国中央保健所長 廣 瀬 浩 美

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

福田製紙株式会社

四国中央市寒川町２３８４番地

代表取締役 角倉 康稔

２ 事業場の名称及び所在地

福田製紙株式会社

四国中央市寒川町２３８４番地

３ 特定施設の種類

水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第１８８号）別表第１第２３

号ヘ、チ

４ 変更しようとする事項の内容

特定施設の構造、使用方法並びに排出水の汚染状態及び量の変

更

５ 特定施設に関する事項

� �１抄紙機

� �６抄紙機

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 能 力 ５，５００�／日 １２，０００�／日

原材料の種類及び１日当たり
の使用量

パルプ及び古紙原料
５，０００�

パルプ及び古紙原料
１２，０００�

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．５

最大 ７．０

通常 ６．５

最大 ６．５～８．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １２０

最大 １３０

通常 １２０

最大 １３０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １３０

最大 １４０

通常 １５０

最大 １６０

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミ リ グ ラ
ム）

通常 ６

最大 ２０

通常 １５

最大 １５

全燐（単位
１リット

ルにつきミ
リグラム）

通常 ０．０６

最大 １

通常 １

最大 １

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ９００

最大 １，０００

通常 １，１２０

最大 １，２２１

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 能 力 ２５，０００�／日 ２８，０００�／日

原材料の種類及び１日当たり
の使用量

パルプ及び古紙原料
２５，０００�

パルプ及び古紙原料
２８，０００�

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．５

最大 ７．６

通常 ６．５

最大 ６．５～８．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １００

最大 １１０

通常 １２０

最大 １３０

愛 媛 県 報平成２２年１０月２２日 第２２１２号
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６ 汚水等の処理施設に関する事項

� �１凝集沈殿槽

� �２凝集沈殿槽

７ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

� 総合排水口（工場排水）

�愛媛県告示第１１７５号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２２年１０月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １４０

最大 １６０

通常 １７５

最大 １９０

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミ リ グ ラ
ム）

通常 ６

最大 ２０

通常 １５

最大 １５

全燐（単位
１リット

ルにつきミ
リグラム）

通常 ０．０６

最大 １

通常 １

最大 １

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４，３００

最大 ４，６００

通常 ４，６４８

最大 ５，０７１

変 更 前 変 更 後

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常
６．５
最大
８．５

通常
７．０
最大
７．０

通常
６．５
最大

６．５～８．５

通常
７．０
最大

６．８～８．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
１２０
最大
１４０

通常
５５
最大
５５

通常
１２０
最大
１３０

通常
５５
最大
５５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
１７０
最大
２２０

通常
６５
最大
９０

通常
１７０
最大
１８５

通常
６５
最大
９０

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミ リ グ ラ
ム）

通常
１５
最大
２０

通常
１０
最大
１５

通常
１５
最大
１５

通常
１０
最大
１５

全燐（単位
１リット

ルにつきミ
リグラム）

通常
１
最大
２

通常
０．５
最大
１

通常
１
最大
１

通常
０．５
最大
１

汚水等の汚

染状態の値

項 目 変 更 前 変 更 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ７．０

最大 ７．０

通常 ７．０

最大 ６．８～８．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５５

最大 ５５

通常 ５５

最大 ５５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６５

最大 ９０

通常 ６５

最大 ９０

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミ リ グ ラ
ム）

通常 １０．０

最大 １５．０

通常 １０．０

最大 １５．０

全燐（単位
１リット

ルにつきミ
リグラム）

通常 ０．５

最大 １．０

通常 ０．５

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ５，５００

最大 ６，０００

通常 ５，５００

最大 ６，０００

備考 この他に、雨水排水口が１１箇所（今回１箇所廃止し、６箇所新設する。）
ある。

変 更 前 変 更 後

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常
６．５
最大
８．５

通常
７．０
最大
７．０

通常
６．５
最大

６．５～８．５

通常
７．０
最大

６．８～８．０

汚染状態の

値

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
１２０
最大
１４０

通常
５５
最大
５５

通常
１２０
最大
１３０

通常
５５
最大
５５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
１７０
最大
２２０

通常
６５
最大
９０

通常
１７０
最大
１８５

通常
６５
最大
９０

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミ リ グ ラ
ム）

通常
１５
最大
２０

通常
１０
最大
１５

通常
１５
最大
１５

通常
１０
最大
１５

全燐（単位
１リット

ルにつきミ
リグラム）

通常
１
最大
２

通常
０．５
最大
１

通常
１
最大
１

通常
０．５
最大
１

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－１７）第１２１３２号 平成１７年
１１月１９日 有津工務店� 野間 一正 今治市伯方町伊方甲２０４３

－２
平成２２年
９月１日 建築工事業 建設業の廃止

（特－１９）第９５８号 平成１９年
６月６日 土居建設� 大田 憲司 四国中央市土居町小林１２

－２
平成２２年
９月７日 水道施設工事業 建設業の廃止

（一部）

愛 媛 県 報平成２２年１０月２２日 第２２１２号
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公 告

�公 告

准看護師試験の施行について

保健師助産師看護師法（昭和２３年法律第２０３号）第１８条の規定に

より、平成２２年度准看護師試験を次のとおり施行する。

平成２２年１０月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 試験の場所

松山市一番町４丁目４－２

愛媛県庁第２別館６階大会議室

２ 試験の日時

�愛媛県告示第１１７６号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２２年１０月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１１７７号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２２年１０月２２日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

�愛媛県告示第１１７８号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２２年１０月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－１７）第１２０７５号 平成１７年
１０月１５日 河内工務店 河内 幸久 松山市下伊台町１３９３－１ 平成２２年

９月１日 建築工事業 建設業の廃止

（般－２１）第１５５９７号 平成２１年
７月２３日 �松山土木工業 宇都宮克仁 松山市太山寺町９１５ 平成２２年

９月９日
とび・土工工事業
ほ装工事業
水道施設工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－１８）第１１３０３号 平成１８年
１０月９日 �とらや鉄建 馬越 光明 今治市伯方町北浦甲２５１８ 平成２２年

９月１３日 建築工事業 建設業の廃止
（一部）

（特－１９）第１６２７０号 平成２０年
３月２７日 �カミムラ 山本喜三郎 今治市長沢甲１１６５ 平成２２年

９月２２日
建築工事業
鋼構造物工事業
塗装工事業

建設業の廃止

（般－２１）第１４２９４号 平成２１年
７月１５日 工藤建築 工藤 武臣 西条市兎之山１１６ 平成２２年

９月２７日 建築工事業、大工工事業 建設業の廃止

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－１９）第１２９５９号 平成２０年
１月１２日 山内産業� 山内 猛 大洲市肱川町山鳥坂９２９ 平成２２年

９月１日
土木工事業
とび・土工工事業 建設業の廃止

（般－１７）第１３３５６号 平成１８年
３月２１日 �菊池電設 菊池美代子 喜多郡内子町内子２６７６ 平成２２年

９月１日 電気工事業、管工事業 建設業の廃止

（特－１８）第８０９号 平成１８年
１１月２４日 高木建設� 高木恵美子 宇和島市三間町古藤田３６

５
平成２２年
９月１日 建築工事業、管工事業 建設業の廃止

（一部）

（般－１７）第８９１９号 平成１７年
１０月２６日 愛南開発� 廣瀬 康正 宇和島市津島町下畑地字

板ノ川甲６５－２
平成２２年
９月１５日 建築工事業 建設業の廃止

（一部）

（般－２１）第２９００号 平成２２年
２月４日 �トキワ電気 石川 英二 宇和島市寄松甲１１５３－１ 平成２２年

９月２７日 電気通信工事業 建設業の廃止
（一部）

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２２中局建（開）第３４号

平成２２年１０月１４日
東温市南野田５４３番３

松山市久米窪田町１１１８番地２

佃 一 彦

愛 媛 県 報平成２２年１０月２２日 第２２１２号

８０２



監 査 公 表

平成２３年２月１８日（金）１３時００分

３ 試験願書の提出期間

平成２３年１月７日（金）から１月１４日（金）まで。

ただし、郵送による場合は、同日までの消印のあるものは、受

け付ける。

４ 受験願書の請求先及び提出先

〒７９０―８５７０

松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県保健福祉部管理局医療対策課

�公表第２６号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２２年１０月２２日

愛媛県監査委員 和 氣 政 次

同 本 宮 勇

同 赤 松 泰 伸

同 岸 新

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

労 政 雇 用 課 平成２１年９月１１日

（監査の結果）

地域改善対策職業訓練受講資金等貸付金償還金について、収入未済額

の縮減に引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２０年度 ０ １２１，８００ １２１，８００

１９年度 ０ １５６，６００ １５６，６００

差引増減 ０ △３４，８００ △３４，８００

（措置の内容）

債務者３名のうち１名について、平成２０年９月に連帯保証人から未償

還金全額（３４，８００円）の償還があったが、残る２名については滞納繰越

となっており、２０年度末の収入未済額は１２１，８００円となった。

平成２１年７月に、未償還の２名及び連帯保証人に対して償還依頼の通

知を送付したところであるが、納入実績は上がっていないことから、電

話連絡等による催告を継続するほか、分割納入指導を行うなど、早期完

納に向け努力してまいりたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

農 政 課 平成２１年９月３日

（監査の結果）

職員（１名）の単身赴任手当について、最も経済的かつ合理的と認め

られる通常の経路及び方法を検討することなく交通距離を算定したこと

から、計７２，０００円（平成２０年４月から２１年３月までの１２か月分）が過支

給となっていた。

（措置の内容）

当該職員の単身赴任手当については、平成２１年８月１１日に、最も経済

的かつ合理的と認められる通常の経路及び方法により交通距離を算定し、

再認定を行うとともに、過支給分については、直ちに返納処理を行い、

平成２１年９月１８日に全額収納した。

今後、手当の認定に際しては、十分注意し、適正な事務処理に努めて

まいりたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

林 業 政 策 課 平成２１年９月７日

（監査の結果）

１ 林業改善資金特別会計における林業改善資金貸付金償還金について、

納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２０年度 １，８７５，０００ １８，７７８，０４４ ２０，６５３，０４４

１９年度 １，６５５，０００ ２０，６８８，０４４ ２２，３４３，０４４

差引増減 ２２０，０００ △１，９１０，０００ △１，６９０，０００

２ 林業改善資金特別会計における違約金（貸付金償還金に伴うもの。）

について、適切な債権管理が望まれる。

調定年度 債 務 者 収入未済額（円） 備 考

１５年度 １者 ３１５，７４７

１６年度 １者 ２１２，６４６

１９年度 ２者 ４５５，５５２ 実債務者数４者

２０年度 ３者 ８３０，２５４

計 ７者 １，８１４，１９９

（措置の内容）

１ 林業改善資金貸付金償還金については、近年、林業・木材産業を取

り巻く経営環境が厳しさを増す中、法人の解散による事業の廃止等に

より２０年度末で５件２０，６５３，０４４円（件数は債務者数）の未収金が生じ

ており、債務者の資力等に応じた償還の指導に努めた結果、２１年度中

に１，３３０，０００円が償還され、２２年３月末現在の滞納繰越に係る未収金

額は１９，３２３，０４４円となったが、２１年度に新たに４件１２，９８２，０００円の未

収金が発生したことから、２２年３月末現在の未収金総額は、３２，３０５，０

４４円となっている。

今後とも、適正な償還指導を行い、未収金の早期収入に努めたい。

２ 法人の解散による事業の廃止等により生じた貸付金償還金に係る違

約金については、２０年度末で４件１，８１４，１９９円（件数は実債務者数）

の未収金が生じており、いずれも返済資力がなく回収が困難な状況で

あるが、債務者の資力等を考慮し、分割による納入や貸付金償還金完

済後の納入を指導しているところである。

この結果、２１年度中に２４０，０００円が納入され、２２年３月末現在の滞

納繰越に係る未収金額は、１，５７４，１９９円となったが、２１年度に新たに

２件４７４，０１１円の未収金が発生したことから、２２年３月末現在の未収

金総額は、２，０４８，２１０円となっている。

今後とも、違約金に係る適正な債権管理に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

森 林 整 備 課 平成２１年９月７日
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（措置の内容）

違約金２１０，０００円は、破産終結通知によって回収のできない債権であ

ることから、不納欠損処分の方向で措置したい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

教 育 総 務 課 平成２１年９月２日

（監査の結果）

奨学資金特別会計における奨学資金貸付金償還金について、納期限内

の収入確保に努めるとともに、収入未済額の縮減に、より一層努められ

たい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２０年度 １８，３８０，０００ １３，５７４，０００ ３１，９５４，０００

１９年度 １２，０７４，０００ １０，５５６，０００ ２２，６３０，０００

差引増減 ６，３０６，０００ ３，０１８，０００ ９，３２４，０００

（措置の内容）

奨学資金貸付金の償還については、奨学生の新規採用時及び貸与終了

時に、学校長を通じ奨学金制度の趣旨や社会人になってからの奨学金返

還義務等を指導するとともに、卒業後も、納入通知書発行に先立ち、返

還を開始する者全員に事前の文書連絡により納入期限の厳守を指導して

いる。

また、督促・返還指導等を業務とする「奨学生指導員」（非常勤嘱託

２名）と係員が連携し、未納者本人や連帯保証人等に対する訪問や電話

による返還指導を行うなど、収入未済額の縮減に努めている。

この結果、滞納繰越分は、２０年度末現在の未収額３１，９５４，０００円につい

て、２１年度に１２，２８６，０００円を収納し、２２年３月末現在では１９，６６８，０００円

となったが、１７年度に旧育英会の高校奨学金事業が県に移管されたこと

から、この移管分の返還開始に伴う返還者の増大などにより、２１年度新

たに３３１件２５，８５１，０００円の未収金が発生したため、２１年度末現在の収入

未済額は４５，５１９，０００円となった。

今後は、さらにきめ細かな返還指導を徹底し、納期限内の収入確保と

収入未済額の縮減に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

人 権 教 育 課 平成２１年９月７日

（監査の結果）

地域改善対策高等学校等就学奨励費貸付金償還金について、納期限内

の収入確保に努めるとともに、収入未済額の縮減に、より一層努められ

たい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２０年度 ４９，７８８，４６７ ２３５，７６９，８９７ ２８５，５５８，３６４

１９年度 ４６，７０３，１９８ １９２，０７４，０２９ ２３８，７７７，２２７

差引増減 ３，０８５，２６９ ４３，６９５，８６８ ４６，７８１，１３７

（措置の内容）

平成２１年度における地域改善対策高等学校等就学奨励費貸付金償還金

については、１２３，６８１，９５６円の調定額に対し、収納額６８，８９７，６０５円（収

（監査の結果）

県有林経営事業特別会計について、平成２０年度末の歳入不足額が２１億

４，７００万円余と、前年度より３，３００万円余悪化していることから、今後と

も健全な経営に向けてより一層の努力が望まれる。

（措置の内容）

県営林の経営については、平成１２年２月に策定した県営林経営改善計

画「県営林経営の新たな改善方向（Ｈ１２～７６）」に基づき早期財政健全

化等に取り組んでいる。

平成２１年度においては、従来から行っている国庫補助事業の導入によ

る育林経費の負担軽減に加え、

○森づくり交付金事業（国費１００％）等の実施

○緊急雇用創出事業の導入による森林整備

○ボランティア活動や企業の森づくり活動の拠点となる“森林づくりフ

ィールド”の提供・整備（森林環境税事業）

など、育林経費（特別会計）の支出を伴わない県営林の整備に努めてお

り、今後とも可能な限りの収支改善を行い、健全な経営に向けて鋭意努

力をしてまいりたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

漁 政 課 平成２１年９月２日

（監査の結果）

沿岸漁業改善資金特別会計における沿岸漁業改善資金貸付金償還金に

ついて、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入未済額の縮減に、

より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２０年度 １，０００，０００ ３，０７０，０００ ４，０７０，０００

１９年度 １，５００，０００ １，７８０，０００ ３，２８０，０００

差引増減 △５００，０００ １，２９０，０００ ７９０，０００

（措置の内容）

沿岸漁業改善資金貸付金償還金については、厳しい漁業経営等を強い

られる中、平成２０年度末で２名分４，０７０，０００円の６か月を超える長期延

滞が生じており、分割償還計画に基づく返済の指導に努めた結果、平成

２１年５月１日と２１年１０月２日に滞納者から分割償還としてそれぞれ２０，０

００円が納入され、２１年３月末現在の延滞繰越に係る未収金額は４，０３０，００

０円となった。その後、２１年度分１，０００，０００円の延滞額が加わったが、２２

年３月２５日に滞納者から３，６００，０００円の納入があったことから、１名分

の延滞はすべて解消し、２２年３月末現在の未収金額は１名分１，４３０，０００

円となっている。

今後とも、適正な償還指導を行い、未収金の早期収入に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

漁 港 課 平成２１年９月２日

（監査の結果）

違約金（設計委託業務に伴うもの。）について、適切な債権管理が望

まれる。

調定年度 債 務 者 収入未済額（円） 備 考

１２年度 １者 ２１０，０００

愛 媛 県 報平成２２年１０月２２日 第２２１２号

８０４



教育委員会規則

�愛媛県教育委員会規則第８号
愛媛県県立学校の課程、修業年限、学科及び生徒定員等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２２年１０月２２日

愛媛県教育委員会

委員長 松 岡 義 勝

愛媛県県立学校の課程、修業年限、学科及び生徒定員等に関する規則の一部を改正する規則

愛媛県県立学校の課程、修業年限、学科及び生徒定員等に関する規則（昭和３９年愛媛県教育委員会規則第７号）の一部を次のように改正

する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第１の１（第２条関係） 別表第１の１（第２条関係）

学校名

全日制の課程 定時制の課程

学校名

全日制の課程 定時制の課程

修業

年限
学科

生徒

定員

修業

年限
学科

昼

夜

別

生徒

定員

修業

年限
学科

生徒

定員

修業

年限
学科

昼

夜

別

生徒

定員

省略 省略

土居高等

学校

３年 普通科 ３６０ 土居高等

学校

３年 普通科 ４００

省略 省略

新居浜西

高等学校

３年 普通科 ９２０ 省略 新居浜西

高等学校

３年 普通科 ９６０ 省略

省略 省略

新居浜工

業高等学

校

３年 機械科 １２０ 新居浜工

業高等学

校

３年 機械科 １２０ ４年 機械科 夜 ４０

電子機

械科

１２０ 電子機

械科

１２０

電気科 １２０ 電気科 １２０

情報電

子科

１２０ 情報電

子科

１２０

環境化

学科

１２０ 環境化

学科

１２０

省略 省略

西条農業

高等学校

３年 生産科

学科

８０ 西条農業

高等学校

３年 生産科

学科

１２０

食農科

学科

４０

農業土

木科

８０ 農業土

木科

１２０

納率５５．７１％）であり、収納率は前年度比で４．１％の減となった。滞納繰

越分は、２０年度末現在の未収額２８５，５５８，３６４円について、２１年度に２，８３４

，１２６円を収納し、２２年３月末現在では２８２，６９７，４０５円となったが、２１年

度に新たに５４，７８４，３５１円の未収入金が発生したことから、２１年度末の収

入未済額は３３７，４８１，７５６円となっている。

償還金の未納者に対しては、督促状の発行や通知文に未納額を記載す

ることにより納入を促すとともに、県担当者が直接、奨学生本人や保護

者と定期的に面談するなどして返還指導を実施している。

今後は、督促状等の送付に加えて、あらかじめ未納状況を通知するこ

とにより返還意識を高めたり、これまで年２回の納入通知書の発行時期

に合わせて行っていた長期滞納者との面談を、年間を通してきめ細かく

実施するなどの工夫を行い、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に

一層努めたい。
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グリー

ン環境

科

８０ グリー

ン環境

科

１２０

環境工

学科

４０

生活科

学科

８０ 生活科

学科

１２０

生活デ

ザイン

科

４０

省略 省略

東予高等

学校

３年 普通科 ８０ 東予高等

学校

３年 普通科 １２０

機械科 １２０ 機械科 １２０

電気シ

ステム

科

１２０ 電気シ

ステム

科

１２０

建設工

学科

１２０ 建設工

学科

１２０

省略 省略

今治工業

高等学校

３年 機械科 １２０ 今治工業

高等学校

３年 機械科 １２０

電子機

械科

１２０ 電子機

械科

１２０

電気科 １２０ 電気科 １２０

情報技

術科

１２０ 情報技

術科

１２０

環境化

学科

１２０ 環境化

学科

１２０

繊維工

学科

８０ 繊維工

学科

１２０

デザイ

ン科

８０ デザイ

ン科

１２０

繊維デ

ザイン

科

４０

伯方高等

学校

３年 普通科 １８０ 伯方高等

学校

３年 普通科 ２００

省略 省略

松山東高

等学校

３年 普通科 １，１６０ 松山東高

等学校

３年 普通科 １，２００

松山南高

等学校

３年 普通科 ９６０ 省略 松山南高

等学校

３年 普通科 １，０００ 省略

理数科 １２０ 理数科 １２０

省略 省略

松山北高

等学校

３年 普通科 １，１６０ 松山北高

等学校

３年 普通科 １，２００

省略 省略

松山中央

高等学校

３年 普通科 １，０８０ 松山中央

高等学校

３年 普通科 １，１２０
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松山工業

高等学校

３年 機械科 １２０ ４年 機械科 夜 １６０ 松山工業

高等学校

３年 機械科 １２０ ４年 機械科 夜 １６０

電子機

械科

１２０ 電子機

械科

１２０ 電気科 ４０

電気科 １２０ 建築科 １６０ 電気科 １２０ 建築科 １６０

電子科 ４０

情報技

術科

４０

情報電

子科

１２０ 情報電

子科

８０

工業化

学科

１２０ 工業化

学科

１２０

建築科 １２０ 建築科 １２０

土木科 １２０ 土木科 １２０

繊維科 １２０ 繊維科 １２０

省略 省略

上浮穴高

等学校

３年 普通科 ９０ 上浮穴高

等学校

３年 普通科 １００

森林環

境科

９０ 森林環

境科

１００

小田高等

学校

３年 普通科 ２２０ 小田高等

学校

３年 普通科 ２４０

伊予農業

高等学校

３年 生物工

学科

１２０ 伊予農業

高等学校

３年 生物工

学科

１２０

園芸流

通科

１２０ 園芸流

通科

１２０

食品化

学科

１２０ 食品化

学科

１２０

生活科

学科

１２０ 生活科

学科

１２０

環境開

発科

１２０ 環境開

発科

１２０

特用林

産科

４０

伊予高等

学校

３年 普通科 １，０４０ 伊予高等

学校

３年 普通科 １，０８０

中山高等

学校

３年 普通科 ６０ 中山高等

学校

３年 普通科 １００

特用林

産科

６０ 特用林

産科

１００

省略 省略

長浜高等

学校

３年 普通科 １８０ 長浜高等

学校

３年 普通科 ２００

省略 省略

三崎高等

学校

３年 普通科 ２００ 三崎高等

学校

３年 普通科 ２２０

三瓶高等

学校

３年 普通科 ２００ 三瓶高等

学校

３年 普通科 ２２０

省略 省略
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宇和島東

高等学校

３年 普通科 ４８０ ３年

以上

普通科 夜 １６０ 宇和島東

高等学校

３年 普通科 ４８０ ３年

以上

普通科 夜 １２０

理数科 １２０ 理数科 １２０

商業科 ２４０ 商業科 ２４０

情報ビ

ジネス

科

１２０ 情報ビ

ジネス

科

１２０

宇和島南

高等学校

３年

以上

普通科 夜 ４０

省略 省略

三間高等

学校

３年 普通科 １１０ 三間高等

学校

３年 普通科 １２０

農業機

械科

１１０ 農業機

械科

１２０

省略 省略

日吉分校 ４年 農業科 昼 ４０ 日吉分校 ４年 農業科 昼 ８０

省略 省略

南宇和高

等学校

３年 普通科 ５６０ 南宇和高

等学校

３年 普通科 ６００

農業科 １２０ 農業科 １２０

備考 １ 新居浜南高等学校、北条高等学校及び川之石高等

学校の全日制の課程並びに新居浜西高等学校、松山

南高等学校及び宇和島東高等学校

の定時制の課程は、学年による教育課程の区分

を設けない課程（以下「単位制による課程」という。）

とする。

２ 省略

別表第４（第４条関係）

備考 １ 新居浜南高等学校、北条高等学校及び川之石高等

学校の全日制の課程並びに新居浜西高等学校、松山

南高等学校、宇和島東高等学校及び宇和島南高等

学校の定時制の課程は、学年による教育課程の区分

を設けない課程（以下「単位制による課程」という。）

とする。

２ 省略

別表第４（第４条関係）

学校名 学校

が行

う教

育の

対象

者

部 修業

年限

学科 生徒定

員

学校名 学校

が行

う教

育の

対象

者

部 修業

年限

学科 生徒定

員

松山盲学校 視覚

障害

者

省略 松山盲学校 視覚

障害

者

省略

高

等

部

本科 ３年 普通科 ２６ 高

等

部

本科 ３年 普通科 ２８

保健理

療科

２６ 保健理

療科

２８

専攻

科

３年 理療科 ２６ 専攻

科

３年 理療科 ２８

ろう

松山聾学校 聴覚

障害

者

省略
ろう

松山聾学校 聴覚

障害

者

省略

高

等

部

本科 ３年 普通科 ２６ 高

等

部

本科 ３年 普通科 １８

産業工

芸科

１０

理容科 ２６ 理容科 ２８

被服科 １０

しげのぶ特別

支援学校

肢体

不自

由者

及び

省略 しげのぶ特別

支援学校

肢体

不自

由者

及び

省略

高

等

部

本科 ３年 普通科 ７６ 高

等

部

本科 ３年 普通科 ８０

愛 媛 県 報平成２２年１０月２２日 第２２１２号

８０８



病弱

者

（身

体虚

弱者

を含

む。）

病弱

者

（身

体虚

弱者

を含

む。）

省略 省略

新居浜分校 知的

障害

者

省略 新居浜分校 知的

障害

者

省略

高

等

部

本科 ３年 普通科 ４８ 高

等

部

本科 ３年 普通科 ３２

宇和特別支援

学校

聴覚

障害

者

省略 宇和特別支援

学校

聴覚

障害

者

省略

高

等

部

本科 ３年 普通科 ２６ 高

等

部

本科 ３年 普通科 ２８

省略 省略

備考 省略 備考 省略

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成２３年４月１日から施行する。

（高等学校の入学定員の特例）

２ 別表第１の１備考２本文の規定にかかわらず、次の表に掲げる学校の学科については、平成２３年度における第１学年の入学定員は、当

該入学定員欄に掲げるとおりとする。

学校名 全日制の課程

学科 入学定員

新居浜西高等学校 普通科 ２８０

西条農業高等学校 食農科学科 ４０

環境工学科 ４０

生活デザイン科 ４０

今治工業高等学校 繊維デザイン科 ４０

松山東高等学校 普通科 ３６０

松山北高等学校 普通科 ３６０

小田高等学校 普通科 ６０

伊予農業高等学校 特用林産科 ４０

伊予高等学校 普通科 ３２０

三崎高等学校 普通科 ６０

三瓶高等学校 普通科 ６０

三間高等学校 普通科 ３０

農業機械科 ３０

南宇和高等学校 普通科 １６０

（高等学校の入学定員の適用除外）

３ 次の表に掲げる学校の学科については、別表第１の１備考２の規定は、適用しない。
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教育委員会告示

�愛媛県教育委員会告示第５号
平成２３年度愛媛県県立高等学校入学者選抜実施要項を次のように

定める。

平成２２年１０月２２日

愛媛県教育委員会

委員長 松 岡 義 勝

平成２３年度愛媛県県立高等学校入学者選抜実施要項

平成２３年度愛媛県県立高等学校の入学者の選抜は、この要項に基

づいて実施する。ただし、通信制の課程及び専攻科の入学者の選抜

は、愛媛県教育委員会教育長（以下「教育長」という。）が別に定

める要領により行う。

第１ 募集

１ 平成２３年度県立高等学校の第１学年の募集定員は、別に定め

る。

２ 職業教育を主とする学科のうち、農業、工業、商業及び水産

に関する各学科においては、それぞれに属する２以上の小学科

について、一括して募集すること（以下「くくり募集」という。）

ができる。

また、理数科については、普通科とのくくり募集ができる。

第２ 通学区域

通学区域は、愛媛県県立高等学校の通学区域に関する規則

（昭和３８年愛媛県教育委員会規則第１５号）の定めるところによ

る。

第３ 一般入学者選抜

１ 実施学科

平成２３年度入学者の募集を行う全日制の課程及び定時制の課

程のすべての学科について実施する。

２ 募集人員

一般入学の募集人員は、全日制の課程にあっては当該学科の

募集定員から当該学科の推薦入学確約者数を差し引いた数と、

定時制の課程にあっては当該学科の募集定員とする。

なお、くくり募集をする学科にあっては、当該募集の単位を

もって学科とみなす。

３ 出願

� 出願資格

入学を志願できる者は、次のいずれかに該当する者とする。

ア 平成２３年３月末日までに中学校若しくはこれに準ずる学

校（以下「中学校等」という。）を卒業する見込みの者又

は中等教育学校の前期課程を修了する見込みの者

イ 中学校等を卒業した者又は中等教育学校の前期課程を修

了した者

ウ 中学校を卒業した者と同等以上の学力があると認められ

学校名 全日制の課程 備考

学科

西条農業高等学校 生産科学科 平成２３年度から生徒募集を停止

農業土木科 同

グリーン環境科 同

生活科学科 同

東予高等学校 普通科 同

今治工業高等学校 繊維工学科 同

デザイン科 同

中山高等学校 普通科 同

特用林産科 同

（特別支援学校の入学定員の特例）

４ 別表第４備考本文の規定にかかわらず、次の表に掲げる学校の高等部の学科については、平成２３年度における第１学年の入学定員は、

当該入学定員欄に掲げるとおりとする。

学校名
学校が行う教育

の対象者
部 学科 入学定員

松山盲学校 視覚障害者 高等部 本科 普通科 ８

保健理療科 ８

専攻科 理療科 ８
ろう

松山聾学校 聴覚障害者 高等部 本科 普通科 ８

理容科 ８

しげのぶ特別支援

学校

肢体不自由者及

び病弱者（身体

虚弱者を含む。）

高等部 本科 普通科 ２４

宇和特別支援学校 聴覚障害者 高等部 本科 普通科 ８
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る者

� 出願期間

ア 出願期間は、平成２３年２月１７日（木）午前９時から同月

２３日（水）正午までとし、受付時間は、土曜日及び日曜日

を除く日の午前９時から午後４時まで（同月２３日（水）に

あっては、午前９時から正午まで）とする。

なお、郵送等の場合も、同期間内に必着のこと。

イ 保護者の転勤に伴う子女の県外からの出願については、

�の志願変更期間中も出願することができる。
� 出願制限

ア 入学志願者は、二つ以上の県立高等学校又は課程に出願

することはできない。

イ 入学志願者は、次の�又は�に該当する場合を除いては、
二つ以上の学科に出願することはできない。

� 同一学校、同一課程の農業、工業、商業又は水産に関

する各学科のいずれかに属する二つの小学科を志望する

場合で、当該小学科のうち一つの小学科を第２志望とす

るとき。この場合において、くくり募集をする小学科に

あっては、当該募集の単位をもって一つの小学科とみな

す。

� 理数科に出願する場合で、当該県立高等学校の普通科

を第２志望とするとき。

� 出願手続

ア 入学志願者は、入学願書に入学選考料（全日制の課程２，

２００円、定時制の課程９５０円）に相当する愛媛県収入証紙を

ちょう付し、受検票を添え、在籍又は出身の中学校等又は

中等教育学校の校長（以下「中学校長」という。）を経て

（在籍及び出身の中学校等及び中等教育学校のない場合に

あっては、直接）、志願先の高等学校の校長（以下「志願

先高等学校長」という。）に提出しなければならない。

イ 県外からの出願手続は、次のとおりとする。

� 県外からの入学志願者は、アにより提出する書類に愛

媛県県立高等学校入学志願理由書を添えて志願先高等学

校長に提出しなければならない。ただし、志願変更期間

中における保護者の転勤に伴う子女の県外からの出願に

ついては、愛媛県県立高等学校入学志願理由書に代えて、

保護者の転勤に伴う子女の入学志願許可申請書を志願先

高等学校長に提出しなければならない。

� 高等学校長は、入学志願理由書又は入学志願許可申請

書の提出があった場合は、志願の理由が適当と認められ

た者について、出願期間中（保護者の転勤に伴う子女の

志願変更期間中の出願にあっては、志願変更期間中）に、

県外からの入学志願者受付承認願２部を教育長に提出し、

承認を受けるものとする。

ウ 中学校長は、受検に当たって特別な措置が必要と判断さ

れる者が志願する場合には、平成２３年１月１４日（金）まで

に学力検査に関する特別措置願を志願先高等学校長に提出

するものとする。

高等学校長は、特別措置願の提出があった場合は、その

写しを平成２３年１月２１日（金）までに教育長に提出し、協

議するものとする。

エ 中学校等又は中等教育学校において年間３０日以上の長期

欠席のある入学志願者は、本人の希望により、欠席の理由

等を記載した自己申告書（厳封すること。）を入学願書に

添え、志願先高等学校長に提出することができる。

オ 海外帰国子女としての扱いを希望する場合の手続は、次

のとおりとする。

� 海外帰国子女としての扱いを希望する者は、平成２３年

１月１４日（金）までに海外帰国子女取扱措置願を志願先

高等学校長に提出しなければならない。ただし、やむを

得ない事情で、期限内に提出ができない場合は、その事

情を記した事由書を添えて提出するものとする。

� 高等学校長は、海外帰国子女取扱措置願の提出があっ

た場合は、その写しを平成２３年１月２１日（金）までに教

育長に提出し、当該者の海外現地校在学その他海外経験

等の事情を勘案し、学力検査の実施等に関し講ずべき措

置について協議するものとする。

� 海外帰国子女とは、保護者とともに県内に住所を有す

る者又は入学日までに県内に住所を有する予定の者で、

帰国後の期間（帰国した日から平成２３年２月１６日までの

期間をいう。）が３年以内であり、かつ、外国における

在住期間が、帰国時からさかのぼり継続して１年以上で

あるものをいう。ただし、保護者が引き続き海外に居住

する場合は、県内に保護者に代わる身元引受人がいる者

に限る。

� 志願変更

出願手続を終えた者で、学校、課程又は学科の志願変更を

希望するものは、平成２３年２月２４日（木）午前９時から同年

３月２日（水）正午までの期間に、いずれの学校、いずれの

課程、いずれの学科へでも１回に限り志願変更をすることが

できる。この場合において、定時制の課程から全日制の課程

へ志願変更をするときは、入学選考料の不足額（１，２５０円）

に相当する愛媛県収入証紙を添えなければならない。

志願変更の受付時間は、土曜日及び日曜日を除く日の午前

９時から午後４時まで（同年３月２日（水）にあっては、午

前９時から正午まで）とする。

４ 報告書

� 中学校長は、次の報告書を、平成２３年２月２４日（木）午前

９時から同年３月２日（水）正午までに、志願先高等学校長

に提出するものとする。

ア 調査書

イ 学習成績等一覧表

� 中学校長は、やむを得ない事情で所定の報告書を提出でき

ないときは、その事情を記した事由書及び当該報告書に代わ

る参考資料を提出するものとする。

� 志願先高等学校長は、報告書の内容について、必要があれ

ば中学校長に説明を求めることができる。

５ 学力検査等

� 学力検査

入学志願者全員に対して、次により学力検査を行う。

ア 検査教科

� 全日制の課程

国語、社会、数学、理科及び英語の５教科とする。

� 定時制の課程

国語並びに社会、数学、理科及び英語のうちから入学

志願者が選択する２教科の３教科とする。
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イ 検査問題

平成２３年度の県立高等学校等の入学者等の選抜に係る学

力検査の出題範囲並びに学力検査等の期日及び合格者の発

表の日について（平成２２年５月１４日愛媛県教育委員会公告）

１�に定めるところによる。
� 実技テスト

今治工業高等学校及び松山南高等学校砥部分校のデザイン

科（以下「工業に関するデザイン科」という。）の入学志願

者（当該学科を第２志望とする者を含む。�において同じ。）
に対して、実技テストを行う。

実技テストは、基本的な題材を鉛筆で表現するものとし、

内容については、当日指示する。

� 面接

ア 入学志願者全員に対して、面接を行う。

イ 工業に関するデザイン科の入学志願者の面接は、実技テ

スト終了後に行う。

� 期日及び日程

期 日 時 間 教 科 等

平成２３年
３月９日（水）

９：００～９：３０ 点呼、受検上の注意

９：４５～１０：３０ 国 語

１０：４５～１１：１０ 国 語（作文）

１１：２５～１２：１５ 理 科

１２：１５～１３：１０ （昼 食）

１３：１５～１４：０５ 社 会

平成２３年
３月１０日（木）

９：００～９：３０ 点呼、受検上の注意

９：４５～１０：３５ 数 学

１０：５０～１１：５０ 英 語

１１：５０～１２：５０ （昼 食）

１３：００～
面 接

（工業に関するデザイン科
にあっては、実技テスト
（３０分）終了後に面接）

� 検査場

検査場は、志願先の高等学校（本校又は分校）とする。

６ 入学者の選抜方法

� 高等学校長は、報告書、学力検査の成績並びに面接及び実

技テストの結果を資料とし、当該高等学校、学科等の特色を

踏まえて、その教育を受けるに足る能力、適性等を総合的に

判定して入学者を選抜する。

� 合格者の決定は、次の方法による。

ア 全日制の課程

� 学力検査の成績は、各教科５０点満点とし、合計２５０点

満点とする。ただし、理数科及び総合学科については、

傾斜配点を実施することができる。この場合において、

理数科にあっては数学と理科の得点を、総合学科にあっ

ては５教科の中で得点が高い２教科の得点を１．５倍して、

それぞれ７５点満点とし、検査を実施する５教科の合計を

３００点満点とする。

� 調査書点（調査書の各教科の学習の記録の第１学年か

ら第３学年までにおいて履修した必修教科の評定の合計

をいう。以下同じ。）は、１３５点満点とする。

� 調査書の各教科の学習の記録以外の記録並びに面接及

び実技テストの評価方法等については、高等学校長が定

めるものとする。

� 次の第１選抜及び第２選抜の順に選抜し、合格者を決

定する。ただし、入学志願者数が募集人員を下回ってい

る場合は、ａ及びｂ中「募集人員」とあるのは、「入学

志願者数」と読み替えるものとする。

ａ 第１選抜

調査書点が上位から募集人員の９０パーセント程度以

内にある者のうち、調査書の記録並びに面接及び実技

テストの結果が良好な者を対象にして、学力検査の成

績の上位順に募集人員の７０パーセント程度の者を選抜

する。この場合において、農業、工業、商業又は水産

に関する各学科及び理数科にあっては、当該学科を第

１志望とする者を対象とする。

ｂ 第２選抜

第１選抜で選抜されなかったすべての者を対象に、

学力検査の成績に基づく得点（以下「Ａ」という。）、

調査書点に基づく得点（以下「Ｂ」という。）、調査

書の各教科の学習の記録以外の記録並びに面接及び実

技テストの評価に基づく得点（以下「Ｃ」という。）

を用いて、募集人員の３０パーセント程度の者を選抜す

る。この場合において、農業、工業、商業又は水産に

関する各学科及び理数科を置く高等学校における普通

科の第２選抜については、当該学科を第２志望とする

者も対象に含むものとする。

Ａ、Ｂ及びＣの合計は５００点満点とする。また、Ａ、

Ｂ及びＣの満点の比率は、Ａは３から６までの、Ｂ及

びＣは２から４までの範囲の整数とし、Ａ、Ｂ及びＣ

の満点の比率の合計が１０となるように高等学校長が当

該高等学校の学科ごとに定め、事前に公表する。

なお、学力検査の成績、調査書の記録又は面接若し

くは実技テストの結果のいずれかにより成業の見込み

がないと判断した場合には、合格者としない。

おって、具体的な得点の算出方法は次の表のとおり。

【普通科、専門学科（理数科を
除く。）】

【理数科、総合学科】

満点の
比率

得点を
算出す
るとき
に乗じ
る数

Ａ、Ｂ、Ｃ
のそれぞれ
の満点

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｃ

６ ２ ２ ３００１００１００

５ ３ ２ ２５０１５０１００

５ ２ ３ ２５０１００１５０

４ ４ ２５０x５０y ２００２００１００
４ ３ ３２５０１３５２００１５０１５０

４ ２ ４ ２００１００２００

３ ４ ３ １５０２００１５０

３ ３ ４ １５０１５０２００

満点の
比率

得点を
算出す
るとき
に乗じ
る数

Ａ、Ｂ、Ｃ
のそれぞれ
の満点

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｃ

６ ２ ２ ３００１００１００

５ ３ ２ ２５０１５０１００

５ ２ ３ ２５０１００１５０

４ ４ ２５０x５０y ２００２００１００
４ ３ ３３００１３５２００１５０１５０

４ ２ ４ ２００１００２００

３ ４ ３ １５０２００１５０

３ ３ ４ １５０１５０２００

注１ Ａの満点の比率をｘと、Ｂの満点の比率をｙとする。

２ 学力検査の成績に 又は を乗じてＡを、調査書点に

を乗じてＢを算出するときは、分子を乗じた後に分母で除

すること（小数点以下の端数が生じる場合は、切り上げるもの
とする。）。

５０x
２５０

５０x
３００

５０y
１３５
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＜普通科の算出例＞
普通科でＡ、Ｂ、Ｃの満点の比率をそれぞれ６、２、
２とした場合

Ａ＝学力検査の成績× （３００点満点）

Ｂ＝調査書点× （１００点満点）

Ｃ＝調査書の各教科の学習の記録以外の記録並びに面
接及び実技テストの評価の得点を換算 （１００点
満点）

１００
１３５

３００
２５０

イ 定時制の課程

� 学力検査の成績は、検査を実施する３教科とも５０点満

点とし、合計１５０点満点とする。

� 調査書点は、１３５点満点とする。

� 合格者の決定方法は、全日制の課程に準ずる。ただし、

高等学校長の判断により、第１選抜を行わず、第２選抜

の方法のみによってすべての合格者を決定することがで

きる。

また、第２選抜のＡ、Ｂ及びＣの満点の比率及び得点

については全日制の課程に準ずるものとし、高等学校長

が当該高等学校の学科ごとに定め、事前に公表する。

第２選抜における具体的な得点の算出方法は、次の表

のとおり。

満点の
比率

得点を
算出す
るとき
に乗じ
る数

Ａ、Ｂ、Ｃ
のそれぞれ
の満点

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｃ

６ ２ ２ ３００１００１００

５ ３ ２ ２５０１５０１００

５ ２ ３ ２５０１００１５０

４ ４ ２５０x５０y ２００２００１００
４ ３ ３１５０１３５２００１５０１５０

４ ２ ４ ２００１００２００

３ ４ ３ １５０２００１５０

３ ３ ４ １５０１５０２００

注１ Ａの満点の比率をｘと、Ｂの満点の比率をｙとする。

２ 学力検査の成績に を乗じてＡを、調査書点に を乗じ

てＢを算出するときは、分子を乗じた後に分母で除すること
（小数点以下の端数が生じる場合は、切り上げるものとする。）。

５０x
１５０

５０y
１３５

� 全日制の課程における普通科の通学区域外からの入学志願

者については、愛媛県県立高等学校の通学区域に関する規則

第４条の規定に従って選抜する。

� 海外帰国子女の入学志願者で、第３の３�オ�の協議にお
いて措置を講ずる必要があると認められたものについては、

�及び�にかかわらず、高等学校長は、当該協議に基づき、
当該高等学校の教育を受けるに足る能力、適性等を総合的に

判定して入学者を選抜する。この場合において、当該高等学

校の第１学年の学級数を限度とする員数については、募集定

員を超えることができるものとする。

� 入学志願者から提出された自己申告書については、記載さ

れた内容によって不利が生ずることのないよう、選抜に際し

て入学志願者を理解するための補助資料として扱うものとす

る。

７ 合格者の発表

合格者の発表は、平成２３年３月１８日（金）午前１０時に、当該

高等学校において、受検番号を掲示して行う。

８ 学力検査の得点等の口頭による開示請求

� 学力検査の得点等については、愛媛県個人情報保護条例

（平成１３年愛媛県条例第４１号）第２７条第１項の規定に基づき、

口頭により開示請求をすることができる。

� 口頭による開示請求をすることができる期間は、平成２３年

３月１８日（金）から１月間とする。

� 口頭による開示請求は、入学志願者本人が本人であること

を確認できる書類（受検票等）を持参の上、土曜日、日曜日

及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）第３

条に規定する休日（以下「休日」という。）を除く日の午前

９時（平成２３年３月１８日（金）にあっては、午前１０時）から

午後５時（夜間定時制課程にあっては、午後９時）までに、

志願先の高等学校で行うこと。

なお、電話、はがき等による請求はできない。

� 開示内容については、次のとおりとする。

調査書点並びに学力検査の教科別得点及びその合計得点

第４ 推薦入学者選抜

１ 実施学科

平成２３年度入学者の募集を行う全日制の課程のすべての学科

について実施する。

２ 募集人員

推薦入学の募集人員は、普通科及び理数科にあっては当該学

科の募集定員の５パーセントから１５パーセントまで程度の範囲

内で、職業教育を主とする学科及び総合学科にあっては当該学

科の募集定員の２０パーセントから３０パーセントまで程度の範囲

内で、高等学校長が当該高等学校の学科ごとに定め、事前に公

表する。

なお、くくり募集をする学科にあっては、当該募集の単位を

もって学科とみなす。

３ 出願

� 出願資格

ア 推薦入学を志願できる者は、平成２３年３月末日までに県

内の中学校等を卒業する見込みの者又は中等教育学校の前

期課程を修了する見込みの者であって、次の要件のすべて

に該当し、かつ、在籍の中学校等又は中等教育学校の校長

（以下「在籍中学校長」という。）が推薦するものとする。

� 当該高等学校・学科を志望する動機や理由が明白で適

切であること。

� 当該高等学校・学科に適性及び興味・関心を有するこ

と。

� 人物が優れていること。

� 調査書の記録が良好であり、当該高等学校・学科にお

ける学習活動に成果が期待できること。

� 次の要件のいずれかに該当すること。

ａ 特別活動において優れた実績を有すること。

ｂ 校内外のスポーツ活動、文化活動、奉仕活動等のう

ち、いずれかの分野において、熱心な活動が見られる

こと又は優れた成果を上げていること。

ｃ 理数科又は職業教育を主とする学科を志願する者に

あっては、調査書の各教科の学習の記録のうち、それ

ぞれの学科に関連した教科において秀でていること。

イ 出願資格の詳細については、高等学校長が、当該高等学

校の教育目標、学科の特色、地域性等を十分考慮して定め

るものとする。
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� 出願期間

出願期間は、平成２３年１月２１日（金）午前９時から同月２８

日（金）正午までとし、受付時間は、土曜日及び日曜日を除

く日の午前９時から午後４時まで（同月２８日（金）にあって

は、午前９時から正午まで）とする。

なお、郵送等の場合も、同期間内に必着のこと。

� 出願制限

推薦入学志願者は、二つ以上の県立高等学校又は学科に出

願することはできない。ただし、くくり募集をする学科にあ

っては、当該募集の単位をもって学科とみなす。

� 出願手続

ア 在籍中学校長は、推薦に当たっては、在籍中学校長を委

員長とする推薦委員会を設け、適切な推薦入学志願者を決

定するものとする。

イ 県内の中学校等又は中等教育学校において推薦入学志願

者として認められた者は、推薦入学願書に入学選考料（２，

２００円）に相当する愛媛県収入証紙をちょう付し、推薦入

学受検票及び自己アピール書とともに、在籍中学校長に提

出しなければならない。

ウ 在籍中学校長は、推薦入学願書、推薦入学受検票及び自

己アピール書を報告書とともに、出願期間内に志願先高等

学校長に提出するものとする。

４ 報告書

在籍中学校長から志願先高等学校長に提出する報告書は次の

とおりとする。

ア 調査書

イ 推薦書

５ 作文、小論文、面接及び集団討論等

� 作文、小論文、面接及び集団討論

推薦入学志願者全員に対して、作文及び小論文のうちから

少なくとも一つ並びに面接及び集団討論のうちから少なくと

も一つの合わせて二つ以上を行う。

なお、作文、小論文、面接及び集団討論の選定その他実施

内容は、高等学校長が当該高等学校の学科ごとに定め、事前

に公表する。

� 実技テスト

工業に関するデザイン科の推薦入学志願者に対して、実技

テストを行う。

実技テストは、基本的な題材を鉛筆で表現するものとし、

内容については、当日指示する。

� 学力検査

学力検査は、行わない。

� 期日及び日程

期 日 時 間 作文・小論文、面接・集団討論
等

平成２３年
２月８日（火）

９：００～ 作文・小論文

作文・小論文
終了後

面接・集団討論
（工業に関するデザイン科にあ
っては、実技テスト（３０分）終
了後に面接・集団討論）

� 検査場

検査場は、志願先の高等学校（本校又は分校）とする。

６ 推薦入学者の選抜方法

高等学校長は、自己アピール書、報告書並びに作文、小論文、

面接、集団討論及び実技テストの結果を資料とし、当該高等学

校、学科等の特色を踏まえて総合的に判定し、推薦入学者を選

抜する。

７ 合格内定者の通知

� 高等学校長は、平成２３年２月１４日（月）午前１０時から同月

１６日（水）正午までの間に、選抜の結果を推薦入学者選抜結

果通知書により在籍中学校長に通知する。

� 在籍中学校長は、合格内定者に合格内定通知書及び入学確

約書の用紙を交付するものとする。

� 合格内定通知書の交付を受けた者は、在籍中学校長を通じ、

入学確約書を平成２３年２月２１日（月）正午までに志願先高等

学校長に提出しなければならない。

８ 合格者の発表

合格者の発表は、平成２３年３月１８日（金）午前１０時に、当該

高等学校において、受検番号を掲示して行う。

第５ 定時制の課程の第２次募集

１ 実施学科

平成２３年３月９日（水）及び１０日（木）に実施した一般入学

者選抜（以下「第１次募集」という。）における合格者数が募

集定員に満たない定時制の課程の学科について、第２次募集を

行うものとする。

２ 募集人員

募集定員から第１次募集における合格者数を差し引いた数を

第２次募集の募集人員とし、平成２３年３月１８日（金）午前１０時

に、当該高等学校に掲示する。

３ 出願

� 出願資格

第３の３�に定める出願資格を有する者とする。
� 出願期間

出願期間は、平成２３年３月２２日（火）午前９時から同月３０

日（水）正午までとし、受付時間は、土曜日、日曜日を除く

日の午前９時から午後４時まで（同月３０日（水）にあっては、

午前９時から正午まで）とする。

なお、郵送等の場合も、同期間内に必着のこと。

� 出願制限及び出願手続

第１次募集の場合に準ずる。

� 志願変更

志願変更は、できないものとする。

４ 報告書

第１次募集の場合に準ずる。ただし、提出期間は、平成２３年

３月２２日（火）午前９時から同月３０日（水）正午までとし、学

習成績等一覧表は、提出を要しない。

５ 学力検査等

第１次募集の場合に準ずる。ただし、学力検査及び面接の実

施期日及び日程は、次による。

期 日 時 間 教 科 等

平成２３年
４月４日（月）

９：３０～１０：００ 点呼、受検上の注意

１０：１５～１０：４５ 国 語

１１：００～１２：００ 社会・数学・理科・英語の
うち２教科を選択受検

１２：００～１３：００ （昼 食）

１３：１０～ 面 接
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６ 入学者の選抜方法

第１次募集の場合に準ずる。

７ 合格者の発表

合格者の発表は、平成２３年４月５日（火）午前１０時に、当該

高等学校において、受検番号を掲示して行う。

第６ その他

１ 既に納付した入学選考料は、一切返還しない。

２ 出願に関して、虚偽又は不正等の事実が判明した場合は、高

等学校長は、当該生徒の合格又は入学許可を取り消すものとす

る。

３ この要項に定めるもののほか、入学者選抜に関し必要な事項

は、教育長が定める。

�������
�愛媛県教育委員会告示第６号
平成２３年度愛媛県県立中等教育学校入学者選考実施要項を次のよ

うに定める。

平成２２年１０月２２日

愛媛県教育委員会

委員長 松 岡 義 勝

平成２３年度愛媛県県立中等教育学校入学者選考実施要項

平成２３年度愛媛県県立中等教育学校の入学者の選考は、この要項

に基づいて実施する。ただし、第４学年の欠員補充のための編入学

については、愛媛県教育委員会教育長（以下「教育長」という。）

が別に定める要領により行う。

１ 募集人員

平成２３年度県立中等教育学校の第１学年の募集人員は、次のと

おりとする。

愛媛県立今治東中等教育学校 １６０名

愛媛県立松山西中等教育学校 １６０名

愛媛県立宇和島南中等教育学校 １６０名

２ 通学区域

通学区域は、愛媛県県立中等教育学校の通学区域に関する規則

（平成１４年愛媛県教育委員会規則第１４号）の定めるところによる。

３ 出願資格

入学を志願できる者は、次の各号のいずれかに該当する者とす

る。

� 平成２３年３月末日までに県内の小学校又はこれに準ずる学校

（以下「小学校等」という。）を卒業する見込みの者

� 平成２３年３月末日までに県外の小学校等を卒業する見込みの

者で、教育長が特別に出願を認めたもの

４ 出願期間

出願期間は、平成２２年１２月１５日（水）午前９時から同月２１日

（火）正午までとし、受付時間は、土曜日及び日曜日を除く日の

午前９時から午後４時まで（同月２１日（火）にあっては、午前９

時から正午まで）とする。

なお、郵送等の場合も、同期間内に必着のこと。

５ 出願手続

� 入学志願者は、入学志願書に入学選考料（２，２００円）に相当

する愛媛県収入証紙をちょう付し、入学志願理由書、受検票及

び入学予定者選考結果通知用の返信用封筒（長形３号とし、必

ずあて先を明記して８０円切手をはること。）を添え、在籍する

小学校等の校長（以下「小学校長」という。）を経て、志願先

の中等教育学校の校長（以下「志願先中等教育学校長」という。）

に提出しなければならない。

� 入学志願者は、二つ以上の県立中等教育学校に出願すること

はできない。

� 県外からの出願手続は、次のとおりとする。

ア 県外からの入学志願者は、�により提出する書類に県外か
らの入学志願事由書を添えて志願先中等教育学校長に提出し

なければならない。

イ 志願先中等教育学校長は、志願の事由が適当と認められた

者について、出願期間中に、県外からの入学志願受付承認願

２部を教育長に提出し、承認を受けるものとする。

� 小学校長は、受検に当たって特別な措置が必要と判断される

者が志願する場合には、平成２２年１２月８日（水）までに作文、

適性検査及び面接に関する特別措置願を志願先中等教育学校長

に提出するものとする。

中等教育学校長は、特別措置願の提出があった場合は、その

写しを平成２２年１２月１４日（火）までに教育長に提出し、協議す

るものとする。

� 海外帰国子女としての扱いを希望する場合の手続は、次のと

おりとする。

ア 海外帰国子女としての扱いを希望する者は、平成２２年１２月

８日（水）までに海外帰国子女取扱措置願を志願先中等教育

学校長に提出しなければならない。ただし、やむを得ない事

情で、期限内に提出ができない場合は、その事情を記した事

由書を添えて提出するものとする。

イ 中等教育学校長は、海外帰国子女取扱措置願の提出があっ

た場合は、その写しを平成２２年１２月１４日（火）までに教育長

に提出し、当該者の海外現地校在学その他海外経験等の事情

を勘案し、適性検査の実施等に関し講ずべき措置について協

議するものとする。

ウ 海外帰国子女とは、保護者とともに県内に住所を有する者

又は平成２３年４月１日までに県内に住所を有する予定の者で、

帰国後の期間（帰国した日から平成２２年１２月１４日までの期間

をいう。）が３年以内であり、かつ、外国における在住期間

が、帰国時からさかのぼり継続して１年以上であるものをい

う。ただし、保護者が引き続き海外に居住する場合は、県内

に保護者に代わる身元引受人がいる者に限る。

６ 志願者数の状況等の公表

中等教育学校長は、出願期間中、その学校の募集人員及び志願

者数の状況を、学校のホームページに掲載し、及び学校の適当な

場所に掲示するものとする。

７ 調査書の提出

� 小学校長は、調査書を平成２２年１２月２７日（月）、同月２８日

（火）、平成２３年１月４日（火）又は同月５日（水）の午前９

時から午後４時までに、志願先中等教育学校長に提出するもの

とする。

� 小学校長は、やむを得ない事情で調査書を提出できないとき

は、その事情を記した事由書及び当該調査書に代わる参考資料

を提出するものとする。

� 志願先中等教育学校長は、調査書の内容について、必要があ

れば小学校長に説明を求めることができる。

８ 受検票の交付

中等教育学校長は、平成２２年１２月２７日（月）から平成２３年１月

５日（水）までに受検番号等を記入した受検票を小学校長を通じ
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て入学志願者に交付する。

９ 作文、適性検査及び面接

入学志願者全員に対して、次により作文、適性検査及び面接を

行う。

� 作文

作文の字数は、６００字程度とする。

� 適性検査

入学志願者の多様な個性や能力などの優れた面を評価すると

ともに、関心・意欲・態度・社会性など学びへの姿勢を問うも

のとする。

� 面接

入学志願者全員に対して、グループ面接を行う。

� 期日及び日程

期 日 時 間 検 査 等

平成２３年
１月９日（日）

８：５０ 集 合
（志願先中等教育学校体育館）

９：００～９：２５ 点呼、受検上の注意

９：４０～１０：３０ 作 文

１０：５０～１１：５０ 適 性 検 査

１１：５０～１２：４０ （昼 食）

１２：４０～ 面 接

� 検査場

検査場は、志願先の中等教育学校とする。

� 受検に当たっての留意事項

ア 作文、適性検査及び面接とも、開始５分前までに入室する

こととし、その開始の時刻までに入室しない者は、原則とし

てその時間の検査等を受検できないものとする。

イ 当日の持参品は、次のとおりとする。

受検票、鉛筆（シャープペンシルも可）、鉛筆削り、消し

ゴム、定規、下敷き（無地）、弁当

ウ イの持参品以外のもの（計算・翻訳・通信等の機能をもっ

た物品等）の検査場への持込みは、禁止する。

１０ 入学予定者の選考

中等教育学校長は、入学志願理由書、調査書並びに作文、適性

検査及び面接の結果を資料として、当該中等教育学校の特色を踏

まえ、入学志願者の意欲や適性等を総合的に判断して、入学予定

者を選考する。

� 調査書の記録並びに作文、適性検査及び面接の取扱いについ

ては、次の方法により行うものとする。

ア 調査書の記録の評価は、５０点満点とし、評価方法等につい

ては、中等教育学校長が定める。

イ 作文、適性検査及び面接の評価は、それぞれ５０点満点とす

る。

� 入学志願理由書については、記載された内容によって不利が

生ずることのないよう、選考に際して入学志願者を理解するた

めの補助資料として扱うものとする。

� 通学区域外からの入学志願者については、愛媛県県立中等教

育学校の通学区域に関する規則第４条の規定に従って選考する。

� 海外帰国子女の入学志願者で、５�イの協議において措置を
講ずる必要があると認められたものについては、�にかかわら
ず、中等教育学校長は、当該協議に基づき、入学志願者の意欲

や適性等を総合的に判断して、入学予定者を選考する。

１１ 入学予定者の発表

� 入学予定者の発表は、平成２３年１月１４日（金）午前９時に、

当該中等教育学校において、受検番号を掲示して行う。

� 中等教育学校長は、平成２３年１月１４日（金）に入学予定者の

選考結果を入学志願者及び関係小学校長に通知するとともに、

入学確約書の用紙を入学予定者に配布する。

１２ 選考結果の口頭による開示請求

� 選考結果については、愛媛県個人情報保護条例（平成１３年愛

媛県条例第４１号）第２７条第１項の規定に基づき、口頭により開

示請求をすることができる。

� 口頭による開示請求をすることができる期間は、平成２３年１

月１４日（金）から１月間とする。

� 口頭による開示請求は、入学志願者本人が本人であることを

確認できる書類（受検票等）を持参の上、土曜日、日曜日及び

国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）第３条に規

定する休日を除く日の午前８時３０分（１月１４日（金）にあって

は、午前９時）から午後５時までに、志願先の中等教育学校で

行うこと。

なお、電話、はがき等による請求はできない。

� 開示内容については、次のとおりとする。

調査書の記録並びに作文、適性検査及び面接の得点

１３ 入学予定者の手続等

� 入学予定者の手続

ア 入学確約書の提出

入学予定者の保護者は、当該入学予定者の受検票を持参の

上、入学確約書を志願先中等教育学校長に提出しなければな

らない。入学確約書の提出期間は、平成２３年１月１４日（金）

の入学予定者の発表後から同月２１日（金）午後４時まで（受

付時間は、土曜日及び日曜日を除く日の午前９時から午後４

時まで）とし、この期間に提出がない場合には、入学の意思

がないものとして取り扱うものとする。

イ 入学予定者証明書の交付

中等教育学校長は、入学予定者の保護者から入学確約書の

提出があった場合、直ちに入学予定者証明書を交付するもの

とする。

また、中等教育学校長は、入学予定者の保護者に対し、入

学予定者の住所の存する市町村（一部事務組合を含む。以下

同じ。）の教育委員会に、入学予定者を県立中等教育学校へ

就学させる旨を、交付された入学予定者証明書を添えて届け

出るよう、文書又は口頭により周知するものとする。

ウ 入学の辞退

保護者の転勤等やむを得ない事情により、入学予定者が入

学を辞退しようとする場合、その保護者は、速やかに、入学

辞退届に当該入学予定者の受検票（入学予定者証明書を市町

村の教育委員会へ提出していない場合は入学予定者証明書を

含む。）を添えて、志願先中等教育学校長に提出しなければ

ならない。

� 入学予定者の欠員の補充

ア 中等教育学校長は、入学辞退その他の理由により入学予定

者に欠員を生じた場合には、その都度、あらかじめ定めた補

欠入学予定者を、優先順位の上位から順に、入学の意思を確

認の上、入学予定者とする。この場合において、入学意思の
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確認は、関係小学校長を経て行うものとする。

イ 欠員の補充を実施する期間は、平成２３年３月３１日（木）ま

でとする。

ウ 欠員の補充の手続は、�の入学予定者の手続に準じて行う。
この場合において、中等教育学校長は、当該手続等について

関係小学校長を経て通知するものとする。

１４ その他

� 既に納付した入学選考料は、一切返還しない。

� 出願に関して、虚偽又は不正等の事実が判明した場合は、中

等教育学校長は、当該児童に係る入学予定者の決定又は入学許

可を取り消すものとする。

� この要項に定めるもののほか、入学者選考に関し必要な事項

は、教育長が定める。

�������
�愛媛県教育委員会告示第７号
平成２３年度愛媛県県立特別支援学校高等部入学者選抜実施要項を

次のように定める。

平成２２年１０月２２日

愛媛県教育委員会

委員長 松 岡 義 勝

平成２３年度愛媛県県立特別支援学校高等部入学者選抜実施要

項

平成２３年度愛媛県県立特別支援学校の高等部の本科及び専攻科の

入学者の選抜は、この要項に基づいて実施する。

第１ 募集人員

平成２３年度県立特別支援学校の高等部の本科及び専攻科の第１

学年の募集人員は、別表のとおりとする。

第２ 本科入学者選抜

１ 出願

� 出願資格

入学を志願できる者は、その障害が学校教育法施行令（昭

和２８年政令第３４０号）第２２条の３の表に定める程度の者で、

次のいずれかに該当するものとする。

ア 平成２３年３月末日までに特別支援学校の中学部若しくは

中学校（以下「中学部等」という。）を卒業する見込みの

者又は中等教育学校の前期課程を修了する見込みの者

イ 中学部等を卒業した者又は中等教育学校の前期課程を修

了した者

ウ 中学部等を卒業した者と同等以上の学力があると認めら

れる者

� 出願期間

入学願書の提出期間は、平成２３年１月３１日（月）から２月

１０日（木）までとし、受付時間は、土曜日、日曜日及び国民

の休日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）第３条に規定

する休日（以下「休日」という。）を除く日の午前９時から

午後４時まで（２月１０日（木）にあっては、午前９時から正

午まで）とする。

なお、郵送等の場合も、同期間内に必着のこと。

� 出願制限

ア 入学志願者は、２以上の県立特別支援学校又は障害部門

への出願をすることはできない。

イ 入学志願者は、次の�又は�に該当する場合を除いては、
２以上の学科への出願をすることはできない。

� ２以上の学科を設置する県立特別支援学校（今治特別

支援学校を除く。）の学科を志望する場合で、当該校の

他の学科を第２志望とするとき。

� 今治特別支援学校の産業科を第１志望とする場合で、

当該校又は新居浜分校の普通科を第２志望又は第３志望

とするとき。

� 出願手続

ア 入学志願者は、入学願書に受検票を添えて、在籍又は出

身の中学部等又は中等教育学校の校長（以下「在籍中学部

等校長」という。）を経て（在籍及び出身の中学部等及び

中等教育学校のない場合にあっては、直接）、志願先の特

別支援学校の校長（以下「志願先校長」という。）に提出

しなければならない。

イ 県外からの出願手続は、次のとおりとする。

� 県外からの入学志願者は、アにより提出する書類に入

学志願理由書を添えて志願先校長に提出しなければなら

ない。

� 志願先校長は、入学志願理由書の提出があった場合は、

志願の理由が適当と認められた者について、速やかに県

外からの入学志願者受付承認願２部を愛媛県教育委員会

教育長（以下「教育長」という。）に提出し、承認を受

けるものとする。

２ 報告書

� 在籍中学部等校長は、次の報告書を、平成２３年２月１４日

（月）午前９時から同月２１日（月）午後４時までに、志願先

校長に提出するものとする。

ア 調査書

イ 健康診断票

ウ 眼科診断票（松山盲学校の入学志願者に限る。）

なお、郵送等の場合も、同期間内に必着のこと。

� 在籍中学部等校長は、やむを得ない事情で所定の報告書を

提出できないときは、その事情を記した事由書及び当該報告

書に代わる参考資料を添えて提出するものとする。

� 志願先校長は、報告書の内容について、必要があれば在籍

中学部等校長に説明を求めることができる。

３ 学力検査

普通科以外の学科の入学志願者に対して、次により学力検査

を行う。

� 検査教科

当該特別支援学校の校長（以下「特別支援学校長」という。）

が、学校の実態に応じて決定する。

� 検査問題

平成２３年度の県立高等学校等の入学者等の選抜に係る学力

検査の出題範囲並びに学力検査等の期日及び合格者の発表の

日について（平成２２年５月１４日愛媛県教育委員会公告）２�
アに定めるところによる。

� 期日及び日程

検査期日は、平成２３年３月４日（金）とし、その日程につ

いては、特別支援学校長が定める。

� 検査場

検査場は、志願先の特別支援学校とする。

４ 面接及び適性検査

� 面接
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入学志願者全員に対して、面接を行う。

� 適性検査

ア 特別支援学校長が、学科の特色から判断して必要と認め

る学科の入学志願者に対して行う。

イ 内容は、特別支援学校長が学科の特色に応じて決定する。

� 期日及び日程

学力検査の検査期日と同じ日とし、その日程については、

特別支援学校長が定める。

� 検査場

検査場は、志願先の特別支援学校（本校又は分校）とする。

５ 入学者の選抜方法

特別支援学校長は、報告書、学力検査の成績並びに面接及び

適性検査の結果を資料とし、当該学校、学科等の特色を踏まえ

て、その教育を受けるに足る能力・適性等を総合的に判定して

入学者を選抜する。

６ 合格者の発表

合格者の発表は、平成２３年３月２２日（火）午前１０時に、当該

特別支援学校（本校又は分校）において、受検番号を掲示して

行う。

７ 学力検査結果の口頭による開示請求

� 学力検査の結果については、愛媛県個人情報保護条例（平

成１３年愛媛県条例４１号）第２７条第１項の規定に基づき、口頭

により開示請求をすることができる。

� 口頭による開示請求をすることができる期間は、平成２３年

３月２２日（火）から１月間とする。

� 口頭による開示請求は、入学志願者本人が本人であること

を確認できる書類（受検票等）を持参の上、土曜日、日曜日

及び休日を除く日の午前９時（３月２２日（火）にあっては、

午前１０時）から午後５時までに、志願先の特別支援学校で行

うこと。

なお、電話、はがき等による請求はできない。

� 開示内容については、次のとおりとする。

学力検査の教科別得点とその合計得点

第３ 専攻科入学者選抜

１ 出願

� 出願資格

入学を志願できる者は、その障害が学校教育法施行令第２２

条の３の表に定める程度の者で、次のいずれかに該当するも

のとする。

ア 平成２３年３月末日までに特別支援学校の高等部、高等学

校又は中等教育学校（以下「高等部等」という。）を卒業

する見込みの者

イ 高等部等を卒業した者又はこれと同等以上の学力がある

と認められる者

� 出願期間

本科入学者選抜の場合に準ずる。

� 高等部本科との併願

入学志願者は、松山盲学校の高等部本科のいずれかの学科

を第２志望とすることができる。

� 出願手続

ア 入学志願者は、入学願書に受検票を添えて、在籍又は出

身の高等部等の校長（以下「在籍高等部等校長」という。）

を経て（在籍及び出身の高等部等のない場合にあっては、

直接）、松山盲学校長に提出しなければならない。

イ 県外からの出願手続は、本科入学者選抜の場合に準ずる。

２ 報告書

� 在籍高等部等校長は、次の報告書に、入学志願者の卒業証

明書又は卒業見込み証明書を添えて、平成２３年２月１４日（月）

午前９時から同月２１日（月）午後４時までに、松山盲学校長

に提出するものとする。

ア 調査書

イ 健康診断票

ウ 眼科診断票

なお、郵送等の場合も、同期間内に必着のこと。

� 在籍高等部等校長は、やむを得ない事情で所定の報告書を

提出できないときは、その事情を記した事由書及び当該報告

書に代わる参考資料を添えて提出するものとする。

� 松山盲学校長は、報告書の内容について、必要があれば在

籍高等部等校長に説明を求めることができる。

３ 学力検査

入学志願者全員に対して、次により学力検査を行う。

� 検査教科

松山盲学校長が、学科の特色に応じて決定する。

� 検査問題

平成２３年度の県立高等学校等の入学者等の選抜に係る学力

検査の出題範囲並びに学力検査等の期日及び合格者の発表の

日について（平成２２年５月１４日愛媛県教育委員会公告）２�
イに定めるところによる。

� 期日及び日程

検査期日は、平成２３年３月４日（金）とし、その日程につ

いては、松山盲学校長が定める。

� 検査場

検査場は、松山盲学校とする。

４ 面接及び適性検査

� 面接

入学志願者全員に対して、面接を行う。

� 適性検査

ア 松山盲学校長が、学科の特色から判断して必要と認める

学科の入学志願者に対して行う。

イ 内容は、松山盲学校長が、学科の特色に応じて決定する。

� 期日及び日程

学力検査の検査期日と同じ日とし、その日程については、

松山盲学校長が定める。

� 検査場

検査場は、松山盲学校とする。

５ 入学者の選抜方法

松山盲学校長は、報告書、学力検査の成績並びに面接及び適

性検査の結果を資料とし、学科の特色を踏まえて、その教育を

受けるに足る能力・適性等を総合的に判定して入学者を選抜す

る。

６ 合格者の発表

合格者の発表は、平成２３年３月２２日（火）午前１０時に、松山

盲学校において、受検番号を掲示して行う。

７ 学力検査結果の口頭による開示請求

本科入学者選抜の場合に準ずる。

第４ その他
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公安委員会規則

この要項に定めるもののほか、入学者選抜に関し必要な事項は、

教育長が定める。

別表 平成２３年度愛媛県県立特別支援学校高等部入学定員

学 校 名 学 科 名 入学定員

本 科
普 通 科 ８

松 山 盲 学 校 保健理療科 ８

専 攻 科 理 療 科 ８

松 山 聾 学 校 本 科
普 通 科 ８

理 容 科 ８

し げ の ぶ 特 別 支 援 学 校 本 科 普 通 科 ２４

み な ら 特 別 支 援 学 校 本 科
普 通 科 ５０

産 業 科 １６

今 治 特 別 支 援 学 校 本 科
普 通 科 ５０

産 業 科 １６

今治特別支援学校新居浜分校 本 科 普 通 科 １６

宇 和 特 別 支 援 学 校

（ 聴 覚 障 害 部 門 ）
本 科 普 通 科 ８

宇 和 特 別 支 援 学 校

（ 知 的 障 害 部 門 ）
本 科

普 通 科 ３０

産 業 科 １６

計 ２６６

�愛媛県公安委員会規則第１０号
愛媛県警察行政手続等における情報通信の技術の利用に関する規則を廃止する規則を次のように定める。

平成２２年１０月２２日

愛媛県公安委員会委員長 � 井 實

愛媛県警察行政手続等における情報通信の技術の利用に関する規則を廃止する規則

愛媛県警察行政手続等における情報通信の技術の利用に関する規則（平成１８年愛媛県公安委員会規則第３号）は、廃止する。

附 則

この規則は、平成２２年１１月１日から施行する。

平成２２年１０月２２日 発行
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